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米国の関税問題をめぐり日本側の交渉カードとして造船

分野で協力することを米側に提案したことが分かった。赤沢

経済再生相が渡米した２４日（現地時間）にラトニック商務長

官とＵＳＴＲ（米国通商代表部）のグリ代表と協議した中で造

船分野での協力を申し出た。米側もいい反応を示しており、

赤沢再生相が３０日を軸に再訪米して、ベッセント財務長官

と協議を行うことも明らかになった。石破首相は２３日、トラン

プ大統領と電話会談を行い、米国との関税措置をめぐる交

渉に関連して造船分野など経済安全保障面での協力を推

進することで一致した。電話会談はトランプ氏からの提案に

よって行われたもので、造船分野での協力について打診して

きたという。日本の造船技術を米国に導入することで、米側

に経済的なメリットを提供し、それと引き換えに日本製品への

関税引き下げや貿易条件の改善を求める可能性がある。自

動車関税の撤廃などを目指す関税協議で、米側の譲歩を

引き出しやすくできるとみている。日本側は６月中旬に開催

するＧ７サミットに合わせて日米首脳会談を行う可能性も視

野に入れ、交渉の進展を図る考えだ。 

 

２０２５年５/25  
（令和７年）Vol.209    

発行日：5・15・25 

旬 刊 

  国際（アジア太平洋地域） 国内 経済 環境 気候変動 インフラ エネルギー 水 水素 ＡＩ ＤＸ オピニオンン 

ＴＨＥ ＡＳＩＡ ＥＣОＮМＩＣ ＳＨＩМＢＵＮ 

関税交渉で「造船協力」を提案  
日本の造船技術を米国に導入 交渉カードに 
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■ジャンル：国際（主にアジア） 国内 政治 経済 金融 環境 気候変動 クリーンエネルギー 建設 鉄鋼 製造 通信 
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ジェトロ、経済団体 オピニオン 
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